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１．はじめに 

 

ひとたび災害が発生すると，公共構造物の管理者は，

迅速かつ適切に機能回復を図る対応を取ることが求め

られる．このためには，既存の資産（各構造物の図面

や管理情報など）を機動的かつ効果的に活用できる環

境を構築し，平常時から有事に備えておく必要がある． 

河川事業に着目すると，河川基盤地図 1)，航空レー

ザ測量の 3次元地形データ（以下，「LP」という．）
2),3)や航空写真などの有用な既存資産が生成・蓄積 4),5)

されている．この資産を活用して河川構造物を 3次元

化し，さまざまな主題情報と関連づけた環境があると，

必要な情報へのアクセス効率が大幅に向上するなど，

震災時における有用なマネジメントツールとなる． 

こうした LP などの既存資産から生成した 3 次元

CAD データや，現地計測した測量成果を用いることで，

震災時に被害箇所とその度合いなどの詳細情報を把握

できる．しかし，災害復旧のように迅速な対応を求め

られる場面で，すべての被害箇所を詳細に確認するの

は多大な手間と時間を必要とする．また，震災による

道路の寸断などの理由から現地計測が困難 6)な場合が

ある．この対策の一案として，震災直後の LP から生

成した 3 次元 CAD データの解析によって高速かつ簡

易的に被害箇所の候補地を絞り込むことができると，

優先的に復旧対策すべき箇所や現地踏査を詳細に実施

すべき箇所の選定など，震後対応の効率化が可能とな

る．また，候補地を確認することで現地踏査の際に見

落としていた被害箇所の発見も期待できる．こうした

3次元CADデータに関する既往研究として，著者らは，

LPやMMSなどの移動体計測装置で計測した点群座標

データから，現況地形を精緻に再現した 3 次元 CAD

データを自動生成する技術 7)-8)を開発している．この

技術では，河川堤防の形状的な特徴であるブレイクラ

インを LP から自動生成し，その特徴を考慮した 3 次

元 CAD データを生成している．既往研究の技術を用

いて震災前後の LPから生成した 3次元 CADデータを

重ね合わせて比較することで，形状的特徴であるブレ

イクラインの変化を即座に発見できると考えられる． 

本研究の目的は，震災による被害箇所の候補地を取

得して現地踏査の手間と時間の効率化を図る支援策の

確立とした．具体的には，既往研究の技術を元に震災

前後の LP から抽出したブレイクラインを比較する手

法を考案し，この比較した差分から被害箇所をどの程

度まで把握できるかをケーススタディによって明らか

にする．また，復旧対応の支援策として，抽出した被

害箇所の横断図を自動生成する技術を開発する． 

 

２．研究の概要 

 

（１）処理の流れ 

本研究は，震災前後のブレイクラインを比較して差

分を検出することで，河川堤防の被害箇所候補を検出

するシステムを開発する．本システムの概要を図－１

に示す．本システムは，ブレイクライン候補線生成，

抄録：災害復旧では，被災状況を迅速かつ適切に把握可能な環境の構築が肝要である．

河川事業では，被害箇所を把握する上で有用な LP 等の既存資産が生成・蓄積されてい

る．例えば，既存資産の LP から生成した 3 次元 CAD データと現地計測の成果とを比較す

ることで被害箇所の詳細な状況を把握できる．しかし，迅速な対応が求められる復旧対応

のなかで，すべての被害箇所を詳細に確認するのは多大な手間を要する． 
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害箇所の候補地を抽出する手法を提案する．提案手法の有用性を評価するために，東日本

大震災で得られた LP を用いてケーススタディ分析を実施し，被害箇所の候補地をどの程

度まで把握できるかを明らかにした． 
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ブレイクライン抽出，被害箇所候補検出，3 次元 CAD

データ生成および被害箇所候補検出の 5 つの機能で構

成する．入力データは，震災発生前に蓄積された LP

と，震災発生直後に測量された LP とする．出力デー

タは，震災による被害箇所とその被害箇所の震災前後

の河川堤防の横断図とする． 

ブレイクライン候補線生成機能は，LP から河川堤防

の形状的特徴を利用して，ブレイクライン候補線を生

成する．ブレイクライン抽出機能は，LP とブレイクラ

イン候補線に従い LP から断面変化点を特定してブレ

イクラインを抽出する．被害箇所候補検出機能は，震

災前後のブレイクラインを比較し，変化量に基づき被

害箇所を検出する．3次元 CAD データ生成機能は，LP

とブレイクラインから，河川堤防の形状的特徴を再現

した 3次元 CAD データを生成する． 

本論文では，（２）にて被害箇所候補検出機能，（３）

にて被害断面生成機能の内容を詳述する．ブレイクラ

イン候補線生成機能，ブレイクライン抽出機能および

3 次元 CAD データ生成機能の詳細は，既存研究 8)を参

照されたい． 

（２）被害箇所候補検出機能 

本機能は，図－２に示すとおり，まず，震災前のブ

レイクラインを 10cm 間隔で分割した点（以下，「評

価点」という．）P={p1, p2, p3, ... , pi}を取得する．ここ

で，ブレイクラインは xyz 座標(xa, ya, za)を通り，ベク

トル(vx, vy, vz)で向きが表されている直線とし，評価点

piの xyz 座標は(xb, yb, zb)とする．次に，任意の評価点

pi から震災後のブレイクラインへの最短距離

Mdi={md(i,1), md(i,2), md(i,3), ... md(i,j)}を式（a）にて算出す

る．  
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そして，算出した Mdiから最短距離である md(i,j)をその

ポイント piの変化量として取得し，ユーザが指定した

ブレイクラインの変化量の閾値 near 以上の値であっ

た場合に，被害箇所として検出する． 

（３）被害断面生成機能 

本機能は，図－３に示すとおり，震災前後の LP を

用いて生成した 3 次元 CAD データから，被害箇所候

補を参考に震災前後の断面図を作成する．まず，被害

箇所候補の位置を参考に被害が甚大である箇所をユー

ザが指定する．そして，ユーザが指定した任意の位置

で震災前後のブレイクラインに直交する断面を生成し

た後，震災による被害箇所候補の被害断面を生成する． 

 

 

 

 

３．震災前後の 3 次元 CAD データを用いた分析のケ

ーススタディによる実証実験 

 

（１）実験概要 

本研究では，災害対応の経験を持つ河川管理者の助

言の下，復旧対策支援を本手法の適用場面とし，東日

本大震災で得られた LP を用いてケーススタディを実

施する．本ケーススタディでは，甚大な被害が発生し

た北上川下流域を対象に，震災前後の LP を用いて被

害箇所の候補を検出可能であるかを評価し，本手法の

有用性を検証する．また，被害箇所候補の検出および

3 次元 CAD データの生成には，震災前の LP として治

水安全度評価 2)における航空レーザ測量成果，震災後

の LP として国土地理院から提供を受けた東日本大震

提案手法

ブレイクライン候補線生成機能

ブレイクライン抽出機能

被害箇所候補検出機能 3次元CADデータ生成機能

被害断面生成機能

震災前後の河川堤防横断図

震災前後のLP

3次元CADデータ

ブレイクライン

被害箇所候補

 

図-１ 処理の流れ 
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図－１ 被害箇所候補検出機能の概要 
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図－２ 被害断面作成処理 
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災における航空レーザ測量成果を用いる． 

（２）対象エリア 

本ケーススタディは，次の 3 つの選定条件を設定し，

震災後の状況を踏まえて対象エリアを選定した． 

 北上川下流域の浸水範囲であること 

 震災状況が甚大な箇所であること 

 堤防形状が大きく変化し緊急復旧が必要な箇

所であること 

対象エリアは，国土地理院からの提供の浸水範囲概

況図などの資料や災害対応の経験を有した河川管理者

の助言を参考にするとともに，現地踏査を経て，上述

の 3つの条件を満たす箇所（図－４）を選定した．な

お，図－４には，国土地理院から提供を受けた浸水範

囲概況図も重ね合わせて示している． 

（３）実験条件 

本実験で用いた機器の仕様を表－１に示す．また，

東日本大震災では，大規模な地殻変動が発生しており，

震災前後の LP を正確に重ね合わせるには，震災後の

LP の座標を補正しなければならない．そのため，本ケ

ーススタディでは，国土地理院から公開されている座

標補正パラメータ 9)を用いて震災後の LP の座標を補

正した．その上で，震災前後の LP を用いたケースス

タディを実施した． 

（４）実験内容 

本実験では，被害箇所候補検出機能により検出した

被害箇所の候補地の断面形状と航空写真とを用いて正

しく河川堤防の被害箇所を検出できているかを確認す

る．これにより，本手法の有用性を評価する． 

（５）結果と考察 

被害箇所候補検出機能により検出した被害箇所を図

－６に示す．本研究では，震災前後のブレイクライン

の比較による変化量を被害の度合いと捉え，震災前後

でブレイクラインが小さく変化した箇所から大きく変

化した箇所まで，それぞれ検出した．被害箇所の詳細

を確認すると，閾値 near の値が 4mの場合に大きな変

化を起こした被害箇所が明らかとなっていることが分

かる．また，図－５の四角で囲った範囲は，河川管理

者が緊急復旧工事 10)を実施した箇所であり，被害の大

きな箇所である．このことから，本手法は，震災によ

る被害箇所の候補地をユーザが指定した任意の変化量

に応じて検出できていることがわかった．また，本手

法で正しく被害箇所を検出できているかを確認するた

め，図－６に示す大きな被害を受けた箇所（断面Ｂ，

Ｃ，Ｄ）と被害を受けていない正常な箇所（断面Ａ）

の各断面の生成位置を図－７，震災前後の各断面に対

応した航空写真を図－８に示す．各図を確認した結果，

以下の知見を得た． 

 断面 Aは，震災前後で断面形状がほぼ一致して

いるのがわかる．このことから，震災の被害を

受けていない，もしくは軽微な箇所を正しく検

出できていることがわかった． 

 断面 Bおよび断面 C は，天端面の形状が変化し

ており，堤内側の法肩の変化が著しいのがわか

る．このことから，本手法により局所的な損傷

箇所が正しく検出できていることがわかった． 

 断面Dは震災前後で断面形状が著しく変化して

【ケーススタディの対象エリア】
北上大橋付近1,800mの範囲

現地踏査の様子

 

図－４ ケーススタディの対象エリア 

 

表－１ 実験環境 

種類 仕様 

ハ
ー
ド 

実験 

機器 

CPU 
Intel® Core™2 Duo 

CPU 2.50Ghz 

メモリ 4.0GB 

HDD 280GB 

ソ
フ
ト 

開発環境・言語 
Visual Studio 2010 

Visual C# 

CAD AutoCAD Civil3D 2010 

閾値= 1 m 閾値= 2 m

閾値 = 3 m 閾値= 4 m

凡例 異常判定 正常判定  

図－５ 東日本大震災による河川堤防の被害箇所 
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おり，実際に図－８にも示すとおり，震災前後

の航空写真からも堤防形状が大きく変化して

いることがわかる．また，断面 Dは大きな被害

が特に集中して検出されており，河川管理者が

緊急復旧工事 10)を実施した箇所である．このこ

とから，破堤などの堤防形状が局所的に大きく

変化している箇所が正しく検出できているこ

とがわかった． 

 

４．おわりに  

 

本研究では，震災前後の LP から 3 次元 CAD データ

を生成する既往研究の技術を用いて抽出したブレイク

ラインの比較手法を考案した．また，考案した手法に

より，災害による被害箇所をどの程度まで把握できる

かをケーススタディによって明らかにした． 

本手法は，既往研究の技術と震災前後の LP から生

成した 3 次元 CAD データを重ね合わせて比較し，形

状的特徴であるブレイクラインの変化を即座に発見す

る．その結果，優先的に復旧対策すべき箇所や現地踏

査を詳細に実施すべき箇所の選定など，効率的な震後

対応を支援する． 

ケースステディでは，具体的な利用シーンを想定し

て，災害対応の経験を有した河川管理者の助言の下，

災害発生時の復旧対策支援をテーマに，東日本大震災

で得られた LP などを用いて本手法の有用性を確認し

た．また，河川管理者に本研究成果を説明したところ，

災害対応で有用であるとの評価を得た． 

今回は河川堤防を対象にしたが，本手法は地表面構

造物の形状的な特徴を比較する汎用性を確保している．

今後の展開として，その他の土木構造物（道路，海岸

や山間部を走る線路など）を対象に本手法の適用可能

性を探っていく予定である． 
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断面B（閾値5m）

断面C（閾値4m）

 

図－６ 被害断面の生成箇所 
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凡例 震災前 震災後  

図－７ 4 箇所の断面形状の比較結果 

 

 

図－８ 震災前後の航空写真（D断面周辺） 
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